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74d-1 発電用燃料の概況

●オイルショックの経験から脱石油化を図り、原子力、石炭、LNG を着実に導入。

●燃料の経済的で安定的な調達のため、調達先の多様化などを積極的に推進。

日本はエネルギー資源に乏しく、ほとんどを海外からの輸入に依存している。電気事

業も例外ではなく、ほとんどすべての発電用燃料を輸入に頼っており、化石燃料の輸

入価格は、国際政治、社会、経済など激動するさまざまな事情によって敏感に変動す

るため、輸入依存度が高い日本はそうした輸入価格の変動の影響を大きく受けやすい。

1970 年代に経験した二度にわたるオイルショックは、エネルギーの安定供給の重要

性を再認識する契機となり、それ以降のエネルギー政策に大きな影響を与えた。電気

事業においても、石油代替エネルギーの推進に取り組み、原子力、LNG（液化天然ガ

ス）、石炭などを積極的に導入していくこととなった。2010 年度の発電電力量構成比

をみると、石油は約 9％、石炭は約 28％、LNG は約 29% で、火力発電全体では約

66％であったが、2011 年 3 月に発生した東日本大震災以降、順次停止した原子力発

電の代替として火力発電への過度な依存が続いており、2023 年度には火力発電が全

体の約 76％を占めている。また、近年では、世界的に地球温暖化対策への関心が高まっ

ており、太陽光発電をはじめとした再生可能エネルギーが急激に拡大した。2020 年

10 月には、2050 年カーボンニュートラルの実現を目指すことが宣言され、環境対応

への取り組みが一層必要となっている。今後も電気事業は電源の多様化及び脱炭素化

に向けた取り組みを着実に進めていくとともに、エネルギーセキュリティの重要性を

踏まえた燃料の経済的で安定的な調達のため、さまざまな取り組みを積極的に推進し

ていく必要がある。

各燃料の概況

石油

かつて、安価で大量に調達できた石油は、わが国の高度経済成長期の伸長する電力需

要を支えたが、2 度のオイルショック以降、脱石油化が図られている。

石炭

わが国電気事業の初期には発電用燃料の中心であったが、安価な石油への移行が進ん

だ結果、使用が減少していった。しかし、石油よりも埋蔵量が豊富で、世界に広く分

布していること、価格変動が少なく、安定的に確保できることなどから見直され、ガ

ス化による利用も研究が進んでいる。一方、他の化石燃料と比較し、CO2 の排出量が

多く、近年、地球温暖化防止の観点から、CO2 排出量の削減に向けた対策が求められ

ている。

LNG

環境特性に最も優れた化石燃料で、東日本大震災以降、利用が大幅に増加した。

ウラン

ウランは原子力発電の燃料であり、環境特性に優れ、安定的に利用されている。



75世界のエネルギー資源埋蔵量d-2

●原油、石炭、天然ガス、ウランの資源量を可採年

数で比較すると、石炭が最も多く、続いてウラン、

原油、天然ガスの順となっている。

●石炭、天然ガス、ウランは地域的な偏りが少なく、

石油は一定地域に偏在。

原油は地域的な偏りが大きく、中東に全世界の約 5 割が集

中している。石炭は、アジア・オセアニア、ヨーロッパ・ユー

ラシア、北米が多い地域となっている。天然ガスは、中東、

ヨーロッパ・ユーラシアなどに多く埋蔵されている。ウラ

ンは、地域的偏在が少なく、アジア・オセアニア、ヨーロッ

パ・ユーラシア、アフリカに多く埋蔵されている。

北米
10.7%

中南米 5.7% 中東1.0%

アジア・オセアニア2.6％

中東
48.3%

アフリカ 7.2%
中東・アフリカ

1.5％　

北米
  23.9％
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北米
8.1％

●原油、石炭、天然ガス、ウランの確認可採埋蔵量

原油
1兆7,324億バレル
可採年数53.5年

天然ガス
188.1兆m3

可採年数48.8年

ウラン
607.85万トン
可採年数128.4年

石炭
1兆741億トン
可採年数139.2年

（出典）EI「Statistical Review of World Energy」

（2020年末） （2020年末）

（2020年末） （2021年1月）

（出典）EI「Statistical Review of World Energy」

（出典）EI「Statistical Review of World Energy」 （出典）「URANIUM 2022」
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（注）確認可採埋蔵量は、存在が確認され経済的にも生産され得ると推定されるもの。
　　　％の合計が100に合わないのは四捨五入の関係
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ロシア
11,075（11.5％）
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アメリカ
19,358（20.1％）

中国
4,198
（4.4％）

メキシコ
2,040（2.1％）

ノルウェー
2,022（2.1％）

カタール
1,772（1.8％）

カザフスタン
1,891（2.0％）

イギリス
715（0.7％）

カナダ
　 5,653
　　（5.9％）

ブラジル
3,502（3.6％）

その他非OPEC
10,102（10.5％）

その他OPEC
1,860（1.9％）

アンゴラ
1,150（1.2％）

ナイジェリア
1,540（1.6％）

イラン
   4,662
      （4.8％）

アルジェリア
1,408（1.5％）

ベネズエラ
853（0.9％）

クウェート
2,908（3.0％）

UAE
3,922（4.1％）

イラク
　4,355
　　（4.5％）

サウジアラビア
　11,389（11.8％）

（注）四捨五入の関係により合計が一致しない場合がある

世界合計

96,376
（千バーレル／日）
（100％）

OPEC計
34,048（35.3％）

非OPEC計
62,328（64.7％）

●世界の原油生産量（2023年）
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（千バーレル／日（％））
●世界の原油生産量の推移
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（出典）EI「Statistical Review of World Energy」
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（出典）EI「Statistical Review of World Energy」

（注）四捨五入の関係により合計が一致しない場合がある。
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第一次石油危機
77.5％

第二次石油危機
75.9％

94.7％

サウジアラビア
40.5％

クウェート
8.3％

オーストラリア 0.4％

その他 0.5％

カタール 4.5％

UAE
40.6％原油輸入量

1億4,503
万kℓ

オマーン 1.1％

アメリカ 2.4％
ベトナム 0.2％エクアドル 1.5％

●日本の原油の中東依存度の推移

●日本の原油の地域別輸入比較（2023年度）

（注）％の合計が100％に合わないのは
         四捨五入の関係

（出典）財務省貿易統計

（出典）財務省貿易統計

d-4 地域別国別原油輸入量

●日本の原油の輸入先は一時期に比べて多様化し

ているが、UAE、サウジアラビアなど中東が依

然として圧倒的に多くなっている。

中東への依存度の推移を見ると 1987 年に 68％程度まで

低下したが、それ以降高まる傾向にある。

これは石油輸出国であった中国が 1993 年に原油輸入国

に転じるなど、アジアの産油国で国内需要が増えてきて

いることから、相対的に中東からの比率が高まってきて

いるためである。



78d-5 地域別国別石炭輸入比率

●輸入先の中心はオーストラリアで約 7 割。

　インドネシア、カナダと続く。

石炭は、世界中に広く分布し、かつ豊富で、供給の安定

性を有しており、化石燃料の中で最も経済性に優れてい

る。2 度の石油危機を経て、石炭、なかでも比較的安価

で豊富な海外炭が見直されたことで、日本では石炭火力

発電の開発が進められた。

現在では、発電用の石炭のほとんどが海外炭になってい

る。

●日本の石炭の国別輸入比率（2023年度）

石炭輸入量

9,821万トン オーストラリア
71.3％

ロシア 2.0％

カナダ
　　6.0％

インドネシア
12.8％

その他 0.3％南アフリカ共和国 3.3％

アメリカ 4.3％

（注）％の合計が100％に合わないのは
         四捨五入の関係

（出典）財務省貿易統計



79d-6 地域別国別 LNG 輸入比率

●輸入先の中心はオーストラリア、マレーシアで

全体の約 6 割。

LNG は、メタンを主成分とする天然ガスを -162℃まで

冷却し液体化したもの。液化する段階で硫黄分や一酸化

炭素などの不純物が取り除かれるため、環境汚染の少な

いエネルギーであり、埋蔵量が豊富で原油と比較すると

地域的な偏りも少ないという特徴がある。

日本では、1969 年にアメリカのアラスカから LNG の受

け入れを開始して以来、現在ではオーストラリア、マレー

シア、カタールなどの LNG プロジェクトが稼働している。

今後も、環境特性に優れたエネルギーとしてその重要性

はますます高まるものと思われる。

●日本の LNG の国別輸入比率（2023年度）

LNG輸入量

6,489万トン
オーストラリア
41.0％

マレーシア
15.8％

ロシア
9.7％

オマーン 3.6％

パプアニューギニア
5.7％

インドネシア 4.1％

ブルネイ 3.5％
その他 3.4％

アメリカ
9.0％

カタール 4.3％

（注）％の合計が100％に合わないのは
         四捨五入の関係

（出典）財務省貿易統計



80d-7 原油輸入価格の推移

● 1 バレル当たりの輸入価格
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（出典）財務省貿易統計
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